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研究成果の概要（和文）： 

 干潟など海域については、漁民・住民が環境共同利用権を持つことが認知されるべきであり、

国と地方自治体はその海域について環境保全と適切な共同利用のための調整を行なうべきであ

る。漁民・住民は、権利者として海域の管理への参加と情報公開を求めることができるととも

に、誤った決定や管理の差止めを請求できる。差止請求を認容した様々な判決の分析、検討に

より、このような環境共同利用権の概念の有用性が明らかになり、差止請求権の根拠に関する

考察が進展した。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 It should be acknowledged that fishers and citizens have rights regarding common use 
of waters such as mud flat, and both the State and local autonomous bodies should preserve 
the environment of waters and adjust their appropriate common use. Fishers and citizens 
may not only demand participation in the management of waters and publication of 
administrative information, but also claim for injunction of false decision and 
management. It emerged by analysis of the judgments which commend injunctions, that the 
concept of such rights regarding common use of the environment is useful, and the study 
in the ground of injunction progressed. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）差止請求権の明文の根拠規定は、特別

法にはあるが民法にはない。そのため、差止

請求権の根拠について、物権・人格権などの

排他的支配権に求める説、民法709条の不法行

為に求める説、保護法益の違法な侵害に求め

る説などが主張されてきた。 

 近時は、それらを総合する差止請求権の一
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般理論が必要であることが主張されている。

たとえば、平成19年10月開催の日本私法学会

のシンポジウム「競争秩序と民法」において、

競争秩序違反に対する差止請求権を素材にし

て、その旨が強調された（藤岡康宏「競争秩

序と差止論」NBL863号56頁参照）。 

 

（２）他方、住民が環境を共同利用する権利

を持つことが現行法の解釈により認められる

べきであるという主張が、近時、一つの有力

な説として注目されている。この主張は、19

70年代に提唱された環境権に関する議論を基

礎とする。環境権は、基本的人権の一種であ

るとともに、環境破壊行為を差し止める根拠

たる民事法上の権利でもあると主張されてき

た。 

 私は、環境権に関する議論を詳細に検討し

た上、民事法上の環境権を、各個人に割り当

てられた支配領域を対象とする所有権や人格

権などの個人的な権利とは異なる公共的要素

を持つ権利として再構成し、平成18年3月に、

その研究成果を著書『環境共同利用権—環境権

の一形態—』（成文堂）に取りまとめた。 

 

（３）差止請求権の一般理論に関する研究は、

学界においてすでに本格化している。 

その成果を基礎にしつつ、環境共同利用権

を根拠とする差止請求権を検討し、新たな視

点を提起することによって、差止請求権の一

般理論の発展に重要な貢献をすることができ

る。 

 

 

２．研究の目的 

（１）本研究は、環境共同利用権という新し

い性質の権利を素材にして、差止請求権の一

般理論を進展させようとするものである。 

 

（２）環境共同利用権は、現行制定法におい

ては、漁業に関する諸制度、環境アセスメン

ト制度、公害防止協定・環境保全協定などの

形で実体化されているが、その具体像は必ず

しも明瞭ではない。環境共同利用権が認知さ

れ、その具体像が明瞭になれば、共同利用の

内容を決定・変更する手続きが適正に行われ、

環境・資源が適正に管理され、かつ、不適正

な環境改変行為に対する住民及び行政体によ

る差止請求が、裁判において容易に認められ

るようになるであろう。 

 環境共同利用権に基づく差止請求権が裁判

において認められるようになるためには、そ

の具体的な要件が明確になるとともに、差止

請求権の根拠に関する一般理論が新たな段階

に展開していくことも必要である。民事法の

みならず公法の領域にも関わる新しい性質

の権利であると理解されるべきものであり、

従来の考えによれば、環境共同利用権を根拠

にする差止請求権は認容されにくいからであ

る。 

 

（３）環境共同利用権のように民事法のみな

らず公法の領域にも関わる権利であると理

解されるべき性質の権利に関する研究は、ま

だ少ない。具体的な諸制度及び慣習から、そ

のような権利を認知し、紛争の予防及び解決

に役立つ基準を明確にし、環境の保全・管理

に関する裁判及び立法に影響を及ぼしうる

解釈論を構築する。 

 

 

３．研究の方法 

（１）第１に、差止請求権の一般理論につい

て文献を収集して分析し、その議論を整理す

る。 

 

（２）第２に、環境共同利用権のあり方を、

具体的に生起している事件について分析・検

討する。そのために、主として瀬戸内海の環

境保全を具体的な対象にして環境共同利用権

の具体像を分析、検討する。 

環境共同利用権の具体像の研究は、平成18

年に中山充『環境共同利用権—環境権の一形態

—』（成文堂）にまとめた研究成果をもとにし、

また、科学研究費補助金を受けて平成18年度

まで実施してきた民法及び行政法研究者の共

同研究の成果、及び中山が企画運営の責任者

として平成19年9月に高松市で開催した瀬戸

内海研究会議主催の「瀬戸内海研究フォーラ

ム in 香川」で報告した研究成果を活用した。 

また、研究素材を得るために現地調査をす

るとともに、民事法及び環境法に関する文献

を収集して理論的研究を深めた。 

 
（３）第３に、差止請求権の一般理論の研究
と環境共同利用権の具体像の研究の成果を
総合し、環境共同利用権を素材にして差止請
求権の発生根拠及び要件等をいっそう明確
にする。 
 
 
４．研究成果 
（１）まず、公害差止請求に関するリーディ

ングケースである国道43号線・阪神高速道路

騒音排気ガス規制等請求に関する最高裁平成



7年7月7日判決を考察した。 

 ①この判決は、次の訴訟要件について本件

が適法であるという判断を前提にしている。 

 第１に、自動車騒音等が発生する公の営造

物である道路の供用差止請求は、民事訴訟と

して適法である。大阪空港公害事件最高裁大

法廷昭和56年12月16日判決が示した判例、す

なわち、空港の供用差止請求は不可避的に運

輸大臣の航空行政権行使の取消変更ないし発

動を求める請求を包含するという理論の射程

外とされた。 

 第２に、一定基準を超える汚染物質等を侵

入させないことを求める抽象的不作為請求に

ついて、請求の特定性を認める。横田基地第

１・２次訴訟最高裁平成5年2月25日判決を承

継するものである。 

 ②この判決は、実体要件である差止請求権

の根拠と成否について、次の判断を示した。 

 根拠については、名誉侵害に関する北方ジ

ャーナル事件最高裁大法廷昭和61年6月11日

判決と同様に、人格権の侵害により差止請求

権が成立するという説を是認するものと解さ

れる。 

 差止請求権の成否については、被侵害利益

の種類、被害の程度、加害行為の公共性等の

要素を考慮して受忍限度を超えると判断され

る場合に違法性があり、差止請求が認められ

るという受忍限度論を採用し、かつ、考慮す

べき各要素の重要性をどの程度のものとして

考慮するかは、差止めと賠償の請求内容の相

違に対応しておのずから相違があるという。

そして、原審判決が一方で賠償請求の認否に

関わる違法性について、被侵害利益の性質と

内容、侵害行為の公共性ないし公益上の必要

性の内容と程度、受益と受忍の被此相補性及

び被害の防止に関する措置の有無・内容・効

果を考慮して原告らの被害が受忍限度を超え

ると判断し、他方で、被害が生活妨害にとど

まる反面、本件道路の公共性ないし公益性の

必要性が大きいこと等を考慮して、差止めを

認容すべき違法性はないと判断したことを正

当と認めた。 

 

（２）次いで、諫早湾干拓地堤防撤去・排水

門常時開放請求に関する佐賀地裁平成20年6

月27日判決及び福岡高裁平成22年12月6日判

決を考察した。この判決は、有明海沿岸の漁

民が諫早湾干拓地潮受堤防の閉め切りにより

有明海の環境悪化及び漁業被害が生じている

と主張して、国に対して堤防の撤去、排水門

の常時開放と損害賠償を請求した事件につい

て、諫早湾の漁業に被害が生じたと認定し、

漁民の漁業権行使権を根拠に、排水門の開放

を５年間継続するという内容の請求を認容し

たものである。 

 この判決は、違法性について次のように説

く。 

 漁業権行使権の侵害状態が客観的に違法で

ある場合に、妨害排除請求権が認められる。 

堤防には高潮時や洪水時の防災機能があるが

、原告らは生活基盤に関わる権利に対する高

度の侵害を受けているのに対し、その防災機

能は限定的であり、現時点において干拓地の

営農にとって堤防閉切りが必要不可欠である

ともいえない。これらを考慮すると、防災上

やむを得ない場合を除き常時開門する限度で

認めるに足りる程度の違法性が認められる。 

 差止めの内容である開門方法については、

次の措置が相当であるという。 

 堤防が果たす防災機能や排水不良の改善機

能などを代替するための工事に３年程度を要

するため、判決確定から３年間は開門を猶予

する。現時点では、干拓事業が有明海の環境

に及ぼす影響がすべて解明されたとはいえず

、将来的に常時開門よりも適切な措置が発見

、開発され、事実関係が変動する可能性があ

る。そこで、常時開門は一定の期限付きで認

める。その期限は、開門後、干潟生態系が淡

水域から海域の生態系に移行するのに最低２

年を要するほか、複数年の調査が必要である

ことを考慮して、５年間とする。 

 

（３）鞆の浦埋立免許差止め訴訟に関する広

島地裁平成21年10月1日判決についても、考察

した。この判決は、歴史的景観を侵害する海

浜埋立ての差止めの請求を認容した画期的判

決である。行政訴訟判決であるが、民事上の

差止請求権を考察するために重要な意義を持

つ。 

 この判決が埋立免許の差止めを認める理由

は、次のとおりである。 

 まず、国立高層マンション事件最高裁平成

18年12月30日判決の解釈論を本件に適用すれ

ば、客観的に美しい景観として、また歴史的

文化的な価値を有する良好な鞆の景観に近接

する地域内に居住し、その恵沢を日常的に享

受している者の景観利益は、私法上の法律関

係において、法律上保護に値する。公有水面

埋立法及び瀬戸内海環境保全特別措置法など

その関連法規は、法的保護に値する鞆の景観

を享受する利益をも個別的利益として保護す

る趣旨を含むから、鞆町に居住している者は

、埋立免許の差止めを求めるにつき行政事件

訴訟法37条の4第3項にいう「法律上の利益」

を有する。 

 次いで、景観利益に関する損害は、処分の



取消しの訴えを提起し執行停止を受けること

によっても、その救済を図ることが困難な損

害であり、また、景観利益は日々の生活に密

接に関連した利益であり、一度損なわれたな

らば金銭賠償によって回復することは困難で

あることなどを総合考慮して、埋立免許によ

り重大な損害を生じるおそれがあると判断す

る。 

 さらに、公有水面埋立法は、埋立免許が「

国土利用上適正且合理的ナルコト」との要件

に適合しているか否かの判断について、広島

県知事に対し政策的な判断からの裁量権を付

与しているが、埋立て及びこれに伴う架橋を

含む事業が鞆の景観及ぼす影響は重大なもの

であり、瀬戸内海環境保全特別措置法などが

公益として保護しようとしている景観を侵害

するものであるから、政策判断は慎重になさ

れるべきである。事業者が事業の必要性、公

共性の根拠とする各点は、調査、検討が不十

分であるか、又は、一定の必要性、合理性は

認められたとしても、それのみによって埋立

てそれ自体の必要性を肯定することができな

いものであり、広島県知事が埋立免許を行な

うことは、行政事件訴訟法37条の4第5項にい

う裁量権の範囲を超えた場合に当たる。 

 

（４）また、泡瀬干潟埋立て公金支出差止訴

訟に関する福岡高裁那覇支判平成21年10月15

日により、住民訴訟との関連性を検討した。 

 この判決は、埋立免許及び承認を適法とし

つつ、埋立事業等に係る財務会計行為は、一

部を除き違法であるとして、地方自治法242

条の2第1項1号により、公金支出等について沖

縄市住民の差止請求を認容した。その理由は

、次のとおりである。 

 埋立免許及び承認の時点では、埋立事業に

経済的合理性がなかったとはいえず、かつ、

環境影響評価は違法ではないから、埋立免許

及び承認は違法ではない。しかし、沖縄市長

がその後に出した方針表明により、埋立区域

のうち第Ⅰ区域については土地利用計画を変

更した上で事業を継続し、第Ⅱ区域について

は計画を撤回することが見込まれる。沖縄市

が策定中である土地利用計画は全容が明らか

でないから、現在では、これに経済的合理性

があり埋立免許及び承認の変更許可をうける

見込みがあると、認めることはできない。し

たがって、埋立事業等に係る財務会計行為は

、変更許可を得るために必要な調査費・人件

費、既に終了したもの及び判決確定時までに

支払義務が確定したものを除き、法的な裏付

けを得られる見込みがないのに行なうもので

あり、地方自治法2条14項、地方財政法4条1

項に反し違法である。 

 

（５）①他方、「里海」の実現と環境共同利

用権をめぐる法的課題に関する考察を、日本

海洋学会沿岸海洋研究部会における報告と自

然科学研究者との議論により深め、その成果

を学会誌に公表した（2011年2月）。その成果

をごく簡単に要約すれば､次のとおりである。 

 干潟など海域については、漁民・住民が環

境共同利用権を持つことが認知されるべきで

あり、国と地方自治体はその海域について環

境保全と適切な共同利用のための調整を行な

うべきである。漁民・住民は、権利者として

海域の管理への参加と情報公開を求めること

ができるとともに、誤った決定や管理の差止

めを請求できる。 

 その趣旨は、中央環境審議会瀬戸内海部会

の「今後の瀬戸内海の水環境の在り方懇談会

」における、瀬戸内海環境保全に関する法の

在り方に関する私の報告においても主張し（

2010年11月）、環境共同利用権の一側面である

環境に関する幅広い関係者の協議、合意形成

及び協働が重要であることを確認することに

寄与した。 

 ②さらに、干潟の保全と利用について、さ

まざまな干潟の現地調査を行い、特に高松市

の新川・春日川河口干潟については、香川県

職員と協議して、干潟の保全と利用に関する

法制度について考察した。その考察に基づき

、新川・春日川河口干潟の保全と利用につい

て、次の主張を行なった。 

 新川・春日川河口干潟を特別保護区域に指

定すべき科学的根拠は十分にあり、自然公園

法による県の自然環境保全地域及び瀬戸内海

環境保全特別措置法による自然海浜保全地区

に指定すべきである。それとともに、効果的

に環境を保全し利用するために、より広い地

域を一つの公園にして、周辺の景観も含め総

合的な保全計画を定めるべきである。そのた

めに、企画段階から地域の住民･団体が参加し

て主体的な役割を果たすことが必要である。 

 
（６）以上の研究は、主として干潟の保全と
利用に関する具体的な事例を分析の対象に
して、環境共同利用権の内容がいかに認知さ
れ、また変更されるかを示した。そして、こ
の権利により保護されるべき環境利益につ
いて誤った決定や管理がなされた場合に、民
事訴訟、行政訴訟及び住民訴訟によって、誤
った決定や管理がいかに差し止められ是正
されるべきかについて、筋道を明らかにする
ことができた。 
 民事訴訟の判決において現在まで認めら
れて来た差止請求権の根拠は、人格権や漁業



権行使権のように個人的な権利に限られ、ま
た、判決において言及されている法律上保護
される環境利益も、もっぱら個人的な権利と
して理解されている。しかし、その内実を検
討すると、公共的要素のある環境共同利用権
の存在が、差止請求権の成否の判断に反映さ
れているといえる。 
 このような環境共同利用権に基づく差止
請求権の根拠及び要件の明確化をいっそう
進めることにより、差止請求権の根拠の検討
を深化し、差止請求権の一般理論にとって有
意義な成果を生み出すことができる。本研究
は、それに向けて重要なステップを進めたも
のである。 
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